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Ⅰ 調査の概要 

１．調査の目的と実施概要 

○  介護サービス提供事業所の運営状況や人材確保等の状況について、調査し、計画

策定の基礎資料とする。 

○  調査対象：全介護サービス事業所（居宅介護支援事業所、居宅療養管理指導、短

期入所療養介護を除く） 

○  調査期間：令和８年 6 月 17 日 ～ 令和８年 7 月 8 日 

○  調査方法：ながの電子申請サービス 

○  配布・回収： 

配付数 回収数 回収率 

579 票 346 票 68.8 

％ 

 

２．調査結果を読む際の留意事項 

この調査の分析結果を読む際の留意点は以下のとおりです。  

○ 「調査結果」の図表は、原則として回答者の構成比（百分率）で表現していま

す。 

○ 「n」は、「Number of case」の略で、構成比算出の母数を示しています。  

○ 百分比による集計では、回答者数（該当質問においては該当者数）を 100％と

して算出し、本文及び図表の数字に関しては、すべて小数点第２位以下を四捨

五入し、小数点第１位までを表記します。また、複数回答の設問では、すべて

の比率の合計が 100％を超えることがあります。  

○ 設問のなかには前問に答えた人のみが答える「限定設問」があり、表中の「回

答者数」が全体より少なくなる場合があります。 

○ 図表中の「0.0」は四捨五入の結果または回答者が皆無であることをあらわしま

す。 

○ 母数が 100 未満の場合の百分率は、統計的誤差が大きい可能性が高いので数値

の取扱いには特に注意が必要となります｡ 

○ 選択肢の語句が長い場合、本文中及び図表中では省略した表現を用いる場合が

あります。 

○ 統計処理ができるもののみ記載しています（全ての設問番号の結果が記載され

ているものではありません）。 
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Ⅱ 調査結果【介護サービス事業所】 

１．事業所の概要について 

法人種別 

○  「株式会社」が 34.1％と最も高くなっています。次いで「社会福祉法人」が 31.5％、
「医療法人」が 13.0％となっています。 

 
 

事業所のサービス種別 

○  「訪問介護」が 15.9％と最も高くなっています。次いで「通所介護」が 13.9％、
「地域密着型通所介護」が 12.1％となっています。  

 

34.1 

8.4 

4.0 

0.3 

0.3 

13.0 

31.5 

2.9 

4.9 

0.6 

0% 10% 20% 30% 40%

株式会社

有限会社

合同会社

合資会社

合名会社

医療法人

社会福祉法人

特定非営利活動法人

その他

無回答

ｎ=346

問2 法人種別

15.9 

0.3 

7.8 

0.3 

13.9 

3.2 

4.0 

2.3 

4.9 

0.9 

12.1 

0.9 

10.7 

2.6 

0.9 

2.3 

6.1 

5.2 

4.0 

0.6 

1.2 

0% 5% 10% 15% 20%

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護(ステーション)

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

福祉用具貸与・販売

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

無回答

ｎ=346

問3 サービス種別
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事業所が所在する地区 

○  「篠ノ井地区」が 14.2％と最も高くなっています。次いで「芹田地区」が 10.4％、

「更北地区」が 9.8％となっています。 

 

 

  

2.3 

2.3 

5.5 

0.9 

0.6 

10.4 

4.6 

2.3 

2.0 

2.0 

2.3 

0.9 

3.2 

2.9 

6.1 

0.6 

6.1 

0% 5% 10% 15%

第一地区

第二地区

第三地区

第四地区

第五地区

芹田地区

古牧地区

三輪地区

吉田地区

古里地区

柳原地区

浅川地区

大豆島地区

朝陽地区

若槻地区

長沼地区

安茂里地区

問4 所在地区

0.0 

0.3 

14.2 

4.9 

3.8 

4.0 

9.8 

0.3 

0.6 

2.9 

0.3 

0.6 

0.3 

0.6 

0.9 

1.7 

0% 5% 10% 15%

小田切地区

芋井地区

篠ノ井地区

松代地区

若穂地区

川中島地区

更北地区

七二会地区

信更地区

豊野地区

戸隠地区

鬼無里地区

大岡地区

信州新町地区

中条地区

無回答

ｎ=346
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２．運営状況について 

問５ 令和７年度の経営状況（収支状況）は、令和６年度と比較してどうですか 

○  「改善している」が 13.3％、「ほぼ同じ」が 47.4％、「悪化している」が 34.7％、

「分からない」が 4.3％となっています。 

 

 

 

問５で「改善している」を選択した事業所 

問５-２．改善している理由（主なもの） 

【在宅サービス】 

•在宅生活を希望する利用者からの依頼が多く、利用者数の増加に伴いノウハウ  

が蓄積され、業務体制が整備されたことで収支が改善している。  

•ICT 導入による記録効率化と訪問スケジュール調整の改善が見られている。  

•利用者数・利用回数の増加に加え、加算取得による単価向上が寄与している。  

•介護予防サービス利用者の増加により、サービス単価が向上し、収益の改善につ

ながっている。  

 

【施設・居住系サービス】 

・コロナウイルス蔓延による稼働低下から令和７年度は発生せず稼働が安定したた  

め、収支が改善した。 

・年間平均して高い入居率を維持しており、収益が安定している。  

・入所者の増加と急変者の減少が経営改善に貢献している。  

 

 

問５で「悪化している」を選択した事業所 

問５-３．悪化している理由（主なもの） 

【在宅サービス】 

・報酬改定による単位数低下が主要因である。 

・人材不足による新規受け入れ困難が経営を圧迫している。 

・人口減少に伴う利用者減少が経営を圧迫している。 

13.3 47.4 34.7 4.3

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改善している ほぼ同じ 悪化している 分からない 無回答

問5 令和7年度の経営状況(令和6年度と比較)

ｎ
ｎ=346
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・利用者あたり単価の低下に対して処遇改善対応で賃金は上昇し続けており、収・

支が悪化している。 

 

【施設・居住系サービス】 

・人件費の増加（最賃の著しい上げ幅）が主要因である。 

・食材費の値上げ、物価の高騰が経営を圧迫している。 

・退所件数の増加による空床赤字が増えて売上が低下している。 

・処遇改善加算の還元に伴う持ち出しが課題である。 

 

 

問３で、「5 通所介護」「6 通所リハビリテーション」「７短期入所生活介護」「11 地

域密着型通所介護」「12 認知症対応型通所介護」「14 小規模多機能型居宅介護」「15

看護小規模多機能型居宅介護」を選択した事業所。 

問６．貴事業所の令和７年 12 月の稼働率 

○  事業所の令和７年 12 月の稼働率について、回答事業者の平均値が 69.0％、最大

値で 135.0％、最小値で 7.0％となっています。 

 

令和 7 年 12 月の稼働率(％) 

平均 69.0 

最大値 135.0 

最小値 7.0 

 

 

問３で、「9 特定施設入居者生活介護」「13 認知症対応型共同生活介護」「16 地域

密着型特定施設入居者生活介護」「17 地域密着型介護老人福祉施設」「18 介護老人

福祉施設」「19 介護老人保健施設」「20 介護医療院」を選択した事業所。 

問６-２．貴事業所の令和７年 12 月の入居（所）率 

○  事業所の令和７年 12 月の入居（所）率について、回答事業者の平均値が 95.5％、

最大値で 100.0％、最小値で 72.0％となっています。  

 

令和 7 年 12 月の入居率(％) 

平均 95.5 

最大値 100.0 

最小値 72.0 
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問７．今後の事業展開（定員・利用者数等）の予定 

○  「現状維持」が 76.0％、「増やす」が 14.2％、「減らす」が 2.9％、「分から

ない」が 6.9％となっています。 

 

 

 

問７で「増やす」を選択した事業所 

問７-２.「増やす」理由（主なもの） 

【在宅サービス】 

・安定した経営維持と収入確保のため、利用者・職員の増員を検討している  

 

【施設・居住系サービス】 

•介護付きサービスの増床を計画している。  

•ショートステイの稼働率低下の方が深刻であるため、ショートステイの定員を減

少する分、介護老人福祉施設への定員転換（増員）を検討している。  

•施設の安定化を図るとともに、地域における受け皿としての役割を果たすため事

業拡大を検討している。 

 

 

問７で「減らす」を選択した事業所 

問７-３.「減らす」理由（主なもの） 

【在宅サービス】 

・安定した経営維持と収入確保のため、利用者・職員の増員を検討している。 

 

【施設・居住系サービス】 

•介護付きサービスの増床を計画している。  

•ショートステイの稼働率低下の方が深刻であるため、ショートステイの定員を減

少する分、介護老人福祉施設への定員転換（増員）を検討している。  

•施設の安定化を図るとともに、地域における受け皿としての役割を果たすため

事業拡大を検討している。 

  

76.0 14.2 2.9 6.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状維持 増やす 減らす 分からない 無回答

問7 今後の事業展開(定員・利用者数等)の予定

ｎ
ｎ=346
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問８．今後、他の介護サービス等への参入の検討状況 

○  「検討している」が 4.6％、「検討していない」が 94.5％となっています。  

 

 

 

 

問９．事務専門（介護を行わない）の職員配置 

○  「いる」が 4.6％、「いない」が 94.5％となっています。  

 
 

 

問 10．介護テクノロジー（介護ロボット・ICT 等）の導入状況（複数選択可） 

○  「介護業務支援(業務を支援するソフトウェア)」が 62.4％と最も高くなっていま

す。次いで「導入していない」が 25.7％、「見守り・コミュニケーション」が

25.4％となっています。  

 

4.6 94.5 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

検討している 検討していない 無回答

問8 今後、他の介護サービス等への参入を検討しているか

ｎｎ=346

4.6 94.5 0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない 無回答

問9 事務専門(介護を行わない)職員の有無

ｎｎ=346

62.4 

25.4 

10.1 

3.8 

0.6 

0.0 

6.6 

25.7 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80%

介護業務支援(業務を支援するソフトウェア)

見守り・コミュニケーション

入浴支援

移乗支援

移動支援

排泄支援

その他

導入していない

無回答

ｎ=346

問10 介護テクノロジー(介護ロボット・ICT等)導入について
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問 10 で「導入していない」を選択した事業所 

問 10-２.介護テクノロジーを導入していない理由（主なもの） 

【在宅サービス】 

•導入費用が高く、全職員への周知・機能把握が難しい。  

•現状では必要性を感じていない、または導入効果が不明確である。  

•対人介助が中心であり、業務に適した介護テクノロジーが限定的で、導入コスト

に見合う効果が見込めない。 

 

【施設・居住系サービス】 

•テクノロジーを導入する事業所規模でない。  

•情報不足及び資金不足である。 

•職員が高齢で導入に消極的な意見が多い。  
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問３で、「３訪問看護」「４訪問リハビリテーション」「８福祉用具貸与・販売」を

選択した事業所を除く。 

問 11．令和８年度介護職員等処遇改善加算の算定状況 

○  「加算１ロ」が 48.0％と最も高くなっています。次いで「加算１イ」が 15.7％、

「加算２ロ」が 14.7％となっています。 

 
 

 

問 11 で「算定していない」を選択した場合お答えください。 

問 11-２．介護職員等処遇改善加算を算定しない理由（複数選択可） 

○  「事務作業が煩雑」、「利用者負担の発生」がともに 50.0％と最も高くなってい

ます。次いで「算定要件を達成できない」が 30.0％、「届け出に必要な事務を行

える職員がいない」が 20.0％となっています。  

 

 

○自由記載の主なもの 

【在宅サービス】 

•複数職員の短時間入れ替わり・副業形態での特殊な運営体制のため、加算要件を

満たしていない。 

 

【施設・居住系サービス】 

※特に非算定理由が記載されていない。  

  

15.7 

48.0 

8.8 

14.7 

7.2 

1.6 

3.3 

0.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

加算1イ

加算1ロ

加算2イ

加算2ロ

加算3

加算4

算定していない

無回答

ｎ=306

問11 令和8年度介護職員等処遇改善加算の算定状況について

50.0 

50.0 

30.0 

20.0 

30.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事務作業が煩雑

利用者負担の発生

算定要件を達成できない

届け出に必要な事務を行える職員がいない

その他

無回答

ｎ=10

問11-2 介護職員等処遇改善加算を算定しない理由
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３．介護人材の確保について 

問 12．貴事業所の介護従事者数の充足状況 

○  「大いに不足」が 10.7％、「不足」が 23.7％、「やや不足」が 34.4％、「充足

している」が 30.6％となっています。  

 
 

 

問 12 で「大いに不足」、「不足」、「やや不足」を選択した事業所 

問 12-２．不足している理由（複数選択可） 

○  「採用が困難である」が 87.0％と最も高くなっています。次いで「離職率が高い

(定着率が低い)」が 20.2％、「事業拡大によって必要人数が増大したため」が

3.4％となっています。 

 

 

○自由記載の主なもの 

【在宅サービス】 

・求人を出しても応募がない状況が続いている。  

・働く時間が少ないため稼働率が低下している。  

・収支バランスで人件費の捻出が難しく、夜間勤務体制が不足している。  

 

【施設・居住系サービス】 

※特に非算定理由が記載されていない。  

 

  

10.7 23.7 34.4 30.6 0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足 やや不足 充足している 無回答

問12 介護従事者数は充足しているか

ｎｎ=346

87.0 

20.2 

3.4 

8.8 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用が困難である

離職率が高い(定着率が低い)

事業拡大によって必要人数が増大したため

その他

無回答

ｎ=238

問12-2 介護従事者が不足している理由
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問 12-２で「離職率が高い(定着率が低い)」を選択した事業所 

問 12-３．離職率が高い原因は何にあると考えているか（ご回答後、問 13 へ） 

○  「精神的な負担」が 41.7％と最も高くなっています。次いで「職場の人間関係」

が 39.6％、「賃金に不満」が 37.5％となっています。  

 

 

問 12-２で「採用が困難である」を選択した事業所 

問 12-４．採用が困難である原因は何にあるとお考えているか（複数選択可） 

○  「賃金が低いと思われている」が 75.8％と最も高くなっています。次いで「介護

の仕事を目指す人が少ない」が 71.5％、「身体的・精神的負担が大きい(きつい)

と思われている」が 56.5％となっています。 

  

41.7 

39.6 

37.5 

35.4 

31.3 

18.8 

10.4 

6.3 

6.3 

4.2 

2.1 

0.0 

0.0 

2.1 

14.6 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

精神的な負担

職場の人間関係

賃金に不満

他の施設・事業所への転職

身体的な負担

介護以外の他職種への転職

法人、事務所(施設)への不満

結婚、出産、妊娠、育児

勤務体制に不満

休みがとりにくい

利用者やその家族からのハラスメント

キャリアアップの機会に不満

研修・教育体制に不満

分からない

その他

無回答

ｎ=48

問12-3 離職率が高い原因

75.8 

71.5 

56.5 

54.1 

48.8 

41.5 

35.3 

1.9 

6.8 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80%

賃金が低いと思われている

介護の仕事を目指す人が少ない

身体的・精神的負担が大きい(きつい)と思われている

介護以外の他職種が選ばれている

他の施設・事業所との人材獲得競争が激しい

社会的評価が低いと思われている

介護の仕事の魅力が伝わっていない

分からない

その他

無回答

ｎ=207

問12-4 採用が困難である原因
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問 13．介護従事者の確保のために行っている取組（複数選択可） 

○  「ハローワークに登録している」が 78.0％と最も高くなっています。次いで「人

材派遣会社、人材紹介会社を活用している」が 43.9％、「定期的に就職説明会等

に参加している」が 37.6％となっています。 

 

 

 

  

78.0 

43.9 

37.6 

32.1 

29.5 

27.5 

20.5 

19.9 

19.4 

17.1 

8.4 

6.1 

6.9 

6.4 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80%

ハローワークに登録している

人材派遣会社、人材紹介会社を活用している

定期的に就職説明会等に参加している

定期的にインターネット求人サイト、

広告サイトを活用している

仕事内容の希望を聞いて配慮している

未経験者・未資格者を積極的に採用している

福祉関係等の教育期間などと連携を図っている

外国人介護人材を活用している

定期的に広告や求人冊子への掲載を行っている

給与や福利厚生を他事業所(施設)よりも好条件としている

Facebook、X(旧Twitter)等のSNSを利用して採用活動している

信州福祉事業所認定・評価制度を活用している

特にない

その他

無回答

ｎ=346

問13 介護従事者の確保のために行っている取り組み
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問 14．介護従事者の離職防止のために行っている取組（複数選択可） 

○  「勤務体制の希望をできるだけ反映させている」が 74.0％と最も高くなってい
ます。次いで「有給休暇をとりやすくしている」が 65.9％、「非正規職員から正
規職員への転換の機会を設けている」が 57.2％となっています。 

 

 

問 15．長野県実施の介護従事者確保に関する事業で活用したメニュー（複数選択可） 

○  「これから活用したいと思っている」が 26.9％と最も高くなっています。次いで
「介護ロボット・ICT 導入支援事業」が 16.8％、「事業を知らない」が 14.7％
となっています。 

 
 

74.0 

65.9 

57.2 

53.5 

50.6 

49.4 

45.1 

40.5 

38.4 

31.8 

31.5 

29.5 

28.6 

26.6 

5.2 

2.6 

1.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80%

勤務体制の希望をできるだけ反映させている

有給休暇をとりやすくしている

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている

事業所(施設)内のコミュニケーションの円滑化を図っている

悩み・不安などの相談を受ける体制を整えている

残業時間の縮減を図っている

研修参加や資格取得に関して支援制度を設けている

産休・育休をとりやすくしている

職員の能力や意欲を評価し、処遇に反映をしている

キャリアアップの仕組みを整えている

職員の子育てに対して支援を行っている

給与や福利厚生を他事業所(施設)よりも好条件としている

職場等での実務研修の実施など教育体制を充実させている

ICTや介護ロボット等を活用している

信州福祉事業所認定・評価制度を活用している

特にない

その他

無回答

ｎ=346

問14 離職防止のために行っている取り組み

16.8 

13.9 

10.1 

8.1 

5.5 

4.9 

2.3 

0.0 

0.9 

26.9 

14.5 

14.7 

6.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

介護ロボット・ICT導入支援事業

介護職員研修受講支援事業

信州介護人材誘致・定着事業

キャリア形成訪問指導事業

外国人介護人材の受け入れに関する補助事業等

福祉・介護人材マッチング支援事業

信州福祉事業所認証・評価制度

介護未経験者等マッチング機能強化モデル事業

その他のメニュー

これから活用したいと思っている

活用できるメニューがない

事業を知らない

無回答

ｎ=346

問15 県実施の介護従事者の確保に関する事業で活用したメニュー
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問 16．外国人介護従事者の雇用状況 

○  「雇用している」が 22.8％、「雇用したい」が 13.6％、「雇用する予定はない」

が 62.1％となっています。  

 

 

 

問 16 で「雇用している」を選択した事業所 

問 16-２．受入れ方法（複数選択可） 

○  「技能実習生」が 53.2％と最も高くなっています。次いで「特定技能」が 51.9％、

「在留資格「介護」」が 11.4％となっています。  

 

 

 

問 16 で「雇用している」を選択した事業所 

問 16-３．雇用している外国人介護従事者数 

○  雇用している外国人介護従事者について、回答者の合計は 234 人、平均値が 3.1

人、最大値で 20 人、最小値で１人となっています。  

 

外国人介護従事者(人) 

合計 234 

平均 3.1 

最大値 20 

最小値 1 

  

22.8 13.6 62.1 1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用している 雇用したい 雇用する予定はない 無回答

問16 外国人介護従事者の雇用について

ｎｎ=346

53.2 

51.9 

11.4 

3.8 

16.5 

1.3 

0% 20% 40% 60%

技能実習生

特定技能

在留資格「介護」

EPA(経済連携協定)

その他

無回答

ｎ=79

問16-2 外国人介護従事者の受入れ方法
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問 17．外国人介護従事者を雇用する上での課題や問題点（複数選択可） 

○  「日本語文章力・読解力」が 60.7％と最も高くなっています。次いで「利用者等

との意思疎通」が 48.0％、「住居の確保」が 43.4％となっています。  

 
○自由記載の主なもの 

【在宅サービス】 

・既存利用者の反対がある。 

・採用・教育・生活支援の費用と労力が大きく、転職リスクがある。  

・運転免許取得の必要性が課題である。。  

 

【施設・居住系サービス】 

・施設の場所は、公共交通機関がないため、通勤困難で雇用に踏み切れない。  

・介護技術や仕事を教えることは現場でできるが、日本語教育に時間や人材を確

保することが難しい課題がある。特に非算定理由が記載されていない。  

  

60.7 

48.0 

43.4 

42.2 

41.3 

41.3 

27.2 

2.9 

8.7 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80%

日本語文章力・読解力

利用者等との意思疎通

住居の確保

生活、習慣等の違い

費用がかかる

受け入れ体制

受入れまでに時間がかかる

雇用する方法がわからない

その他

無回答

ｎ=346

問17 外国人介護従事者を雇用する上での課題や問題点
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４．総合事業基準緩和サービスについて 

訪問介護事業所・通所介護(地域密着型含む)事業所のみ 

問 19．基準緩和サービスの実施状況 

○  「行っている」が 9.0％、「行っていない」が 75.2％となっています。  

 

 

 

問 19 で「行っていない」を選択した事業所 

問 19-２．今後の基準緩和サービスへの参入意向 

○  「参入を考えている」が 2.8％、「参入は考えていない」が 97.2％となっていま

す。 

 
 

 

  

9.0 75.2 15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていない 無回答

問19 基準緩和サービスを行っているか

ｎｎ=145

2.8 97.2 0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参入を考えている 参入は考えていない 無回答

問19-2 今後、基準緩和サービスへの参入を考えているか

ｎｎ=109
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問 19-２で「参入は考えていない」を選択した事業所 

問 19-３．基準緩和サービスへの参入を考えていない理由（複数選択可） 

○  「収益が見込めないから」が 57.5％と最も高くなっています。次いで「サービス

の提供に必要な人材が確保できないから」が 48.1％、「サービスの提供に必要な

場所・設備が確保できないから」が 24.5％となっています。  

 

 

問 19-２で「参入は考えていない」を選択した事業所 

問 19-４．今後、基準緩和サービスへの参入を検討する要因となり得るものは何か（複

数選択可） 

○  「介護報酬(単価)の引き上げ」が 60.4％と最も高くなっています。次いで「サー

ビスの提供に必要な人材の確保」が 49.1％、「事業所への助成金」が 34.0％と

なっています。 

 
 

 

  

57.5 

48.1 

24.5 

13.2 

10.4 

0.0 

0% 20% 40% 60%

収益が見込めないから

サービスの提供に必要な人材が確保できないから

サービスの提供に必要な場所・設備が確保できないから

利用者が見込めないから

その他

無回答

ｎ=106

問19-3 基準緩和サービスへの参入を考えていない理由

60.4 

49.1 

34.0 

32.1 

27.4 

17.9 

4.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

介護報酬(単価)の引き上げ

サービスの提供に必要な人材の確保

事業所への助成金

利用者の確保

サービスの提供に必要な場所・設備の確保

状況が変わっても参入は検討しない

その他

無回答

ｎ=106

問19-4 今後、基準緩和サービスへの参入を検討する要因となり得るもの
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問 19 で「行っている」を選択した事業所 

問 19-５．基準緩和サービスに参入した理由（複数選択可） 

○  「人員基準が緩いから」が 46.2％と最も高くなっています。次いで「収益が見込

めるから」が 38.5％、「サービスの提供に必要な場所・設備が少なくて済むから」

が 23.1％となっています。  

 

 

 

問 19 で「行っている」を選択した事業所 

問 19-６.事業所の利用者（実人数）で最も多い年代 

○  「80 歳～84 歳」、「85 歳～89 歳」がともに 46.2％、「90 歳以上」が 7.7％

となっています。 

 
 

 

  

46.2 

38.5 

23.1 

23.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人員基準が緩いから

収益が見込めるから

サービスの提供に必要な場所・設備が少なくて済むから

その他

無回答

ｎ=13

問19-5 基準緩和サービスに参入した理由

0.0 

0.0 

0.0 

46.2 

46.2 

7.7 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

69歳以下

70歳～74歳

75歳～79歳

80歳～84歳

85歳～89歳

90歳以上

無回答

ｎ=13

問19-6 利用者(実人数)で1番多い年代



21 

問 19 で「行っている」を選択した事業所 

問 19-７.６か月以上基準緩和サービスを利用している人の全利用者に占める割合 

○  「9％以下」が 46.2％と最も高くなっています。次いで「90％以上」が 23.1％、

「50％～69％」が 15.4％となっています。 

 
 

 

問 19 で「行っている」を選択した事業所 

問 19-８.基準緩和サービスが終了となった最も多い理由 

○  「身体機能の低下による別サービスへの移行」が 38.5％と最も高くなっていま

す。次いで「自己都合」が 30.8％、「入院または施設入所」が 23.1％となって

います。 

 
 

  

46.2 

7.7 

0.0 

15.4 

7.7 

23.1 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

9％以下

10％～29％

30％～49％

50％～69％

70～89％

90％以上

無回答

ｎ=13

問19-7 6か月以上基準緩和サービスを利用している人の割合

7.7 

38.5 

0.0 

23.1 

30.8 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40%

身体機能や認知機能の向上による自立

身体機能の低下による別サービスへの移行

認知機能の低下による別サービスへの移行

入院または施設入所

自己都合

その他

無回答

ｎ=13

問19-8 基準緩和サービスが終了となった利用者の最も多い理由



22 

問 19 で「行っている」を選択した事業所 

問 19-９．今後、基準緩和サービスを継続していくために最も重要だと考えること 

○  「介護報酬(単価)の引き上げ」が 84.6％と最も高くなっています。次いで「事業

所への助成金」、「利用者数の確保」がともに 7.7％となっています。 

 
 

 

問 19-10．問 19-９のように考えた理由（自由記載） 

○自由記載の主なもの 

【在宅サービス】 

・基本報酬が低水準で、最低賃金上昇に対応できず、利益が減少している。  

•車両、燃料費など固定費が大きく、人材確保も厳しい状況である。  

 

【施設・居住系サービス】 

※特に記載がない。 

  

0.0 

0.0 

84.6 

7.7 

7.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保

サービスの提供に必要な場所・設備の確保

介護報酬(単価)の引き上げ

事業所への助成金

利用者数の確保

その他

無回答

ｎ=13

問19-9 基準緩和サービスを継続していくために最も重要なこと
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５．その他 

問 20．貴事業所と同サービスを提供する事業所は、長野市内で充足していると思いま

すか。 

○  「思う」が 46.0％、「思わない」が 17.6％、「分からない」が 34.4％となって

います。 

 
 

 

問 20-２.上記で回答した理由 

○自由記載の主なもの 

【在宅サービス】 

•新規利用者の受け入れができている一方で、介護職員不足により将来的に事業所

閉鎖が増える可能性が懸念されている。  

•市内はおおむね飽和状態であり、利用者確保に市外対応を検討する必要がある。 

 

【施設・居住系サービス】 

•待機者数が減少し、既に医療機関や他の入所系施設で支援を受けている者が多

い。 

・特養への入所で退居する利用者が増えており、空床ができている。  

・少子高齢化により介護を必要としている高齢者が急増しているのに、労働人口

が減少しているため、需要と供給のバランスが崩れている。 

46.0 17.6 34.4 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

思う 思わない 分からない 無回答

問20 同サービスを提供する事業所は長野市内で充足していると思うか

ｎｎ=346


